
平成１９年度一般廃棄物関係予算（案）の概要

平成１８年１２月２４日

環境省 廃棄物対策課

） （ ）（ ）１ 廃棄物処理施設整備費 循環型社会形成推進交付金等 公共事業

９２，０５１百万円 → ８４，２６１百万円

廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を総合的に推進するため、国と

地方が協働し、市町村の自主性と創意工夫を活かしながら広域的かつ総合的に廃棄物処

理・リサイクル施設の整備を推進する「循環型社会交付金制度」を、平成１７年度に創

設した。

平成１９年度は、経済成長戦略大綱工程表において、ごみ発電と比肩する廃棄物処理

システムとして確立・普及することとされたバイオガス化施設整備の推進等の制度拡充

を図った。

①高効率原燃料回収施設（バイオガス化施設）の推進

循環型社会の形成をリードする先進的なモデル施設（高効率にメタン回収を行う

バイオガス化施設、交付率：１／２）として、従来から対象としている「メタン発

酵＋メタン発酵廃液処理等からなる湿式システム」に加え 「メタン発酵＋メタン、

発酵残さ等熱回収等からなる乾式システム」を交付の対象とする。

②地球温暖化対策のためのエネルギー回収能力の増強

京都議定書目標達成計画に位置づけられた廃棄物発電・熱利用を着実に拡大する

ため、エネルギー回収能力の増強を推進する事業を交付の対象とする。

例 ・既存施設においてボイラ・タービンを増設し発電能力を増強する）

・低空気比燃焼への転換し熱回収（発電）効率の向上を図る

・過熱器設置等によりボイラ蒸気の高温化し熱回収効率の向上を図る

２）廃棄物処理施設における温暖化対策事業（石油特会）

１，５０５百万円 → ２，１１７百万円

廃棄物分野における温暖化対策を推進するため、廃棄物処理業者等が行う高効率な廃

棄物エネルギー利用施設及び高効率なバイオマス利用施設等の整備事業（新設、増設又

は改造）について、これに伴う投資の増加費用に対して補助を行う。

また、次の２事業を新たに交付の対象（補助率：１／２）とする。

・ごみ発電ネットワーク事業

工場単位で行っているごみ発電を複数工場全体で統合管理し、ごみ発電量を

最大化・最適化する事業。

・熱輸送システム事業

廃棄物焼却施設から発生する中低温域の余熱を熱導管によらず車両で需要側

の施設に輸送する事業。



３）廃棄物処理等科学研究に対する補助

１，３００百万円 → １，２６１百万円

廃棄物の適正処理やリサイクル、循環型社会システムの構築等について、研究者、企

業等が行う研究や技術開発を公募し、推進する。１９年度は特に「３Ｒ推進に関する研

究 「廃棄物系バイオマス利活用推進に関する研究・技術開発 「アスベスト問題解決に」 」

関する研究・技術開発 「循環型社会構築を目指した社会科学的研究 「漂着ごみ問題解」 」

決に関する研究・技術開発 「廃炉解体工事の低コスト化のための技術開発」を重点テ」

ーマに設定する。

４）新 バイオマス系廃棄物のリサイクル・エネルギー利用のための

データベース化・モデルシステム化調査

０百万円 → １０百万円

生ごみ等のバイオマス系廃棄物のリサイクルとエネルギー利用を進めるため、都市部

・農山漁村部等の地域特性を踏まえつつ、バイオマス系廃棄物の成分データや原単位を

データベース化し、安定・確実な循環利用を図ることが出来る需要と供給の組み合わせ

例や循環ループのモデルシステムを設計する。

５）改 災害廃棄物処理事業費補助金（漂着ごみ処理事業分）

０百万円 → １００百万円

漂着ごみの問題に対処するため、災害に起因しないが、海岸への大量の廃棄物の漂着

被害の発生を廃棄物処理法第２２条の「その他の事由」として、市町村が行う当該処理

事業を補助対象とするため、制度の一部改正を図るもの。

６）新 市町村への廃棄物処理事業の３Ｒ化に向けた改革調査費

０百万円 → １５百万円

市町村の廃棄物処理事業の３Ｒ化を図るため、平成１８年度に作成する「廃棄物会

計基準 「有料化ガイドライン」及び「処理システムガイドライン」を踏まえ、市町村」、

の廃棄物処理事業を、効率性、３Ｒ効果、温暖化対策効果等の観点から数値化して評価

する「３Ｒ化事業評価指標」を設定し、人口・産業等の地域特性が類似する市町村間で

比較評価できるようにする。

、 、また 市町村の一般廃棄物処理計画を３Ｒ化改革するための手段と取組方策等を示し

一般廃棄物処理計画策定指針を改訂する。



７）新 首都圏震災廃棄物対策費

０百万円 → ７百万円

首都圏直下型地震に係る廃棄物処理対策に取り組む首都圏都県市町村における震災廃

震災廃棄物の速やか棄物対策に関する相互協力体制、処理体制等に関する調査を行い、

な輸送・処理体制の確保を図る。

８）新 廃棄物処理施設入札・契約適正化システム管理・運営費

０百万円 → ９百万円

平成１８年７月に作成した「廃棄物処理施設建設工事等の入札・契約の手引き」にお

いて、発注者である市町村における入札・契約の方法の見直しや改善に取り組むべき方

向を示したところであるが、あわせて、環境省による支援策として、情報提供データベ

ースや専門家による支援体制の構築・運営を行うこととしている。

そのため、本事業により環境省による支援策を具現化するために、①施設整備に係る

費用データの収集・データベースの構築・情報提供、②専門家による入札・契約等支援

体制の整備を行うもの。



【参 考】

○公共事業

（単位：百万円）

平成18年度 平成19年度 対 前 年 度 対前年

予 算 額 度比(%)内 示 額 差引増△減額

循環型社会形成推進

交付金 43,093 46,096 3,003 107.0

29,414 32,800 3,386 111.5一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 等

浄 化 槽 13,679 13,296 △383 97.2

廃棄物処理施設整備費

補助金 49,227 38,431 △10,796 78.1

24,227 19,919 △4,308 82.2一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 等

産業廃棄物・ＰＣＢ

処 理 施 設 25,000 18,512 △6,488 74.0

合 計 92,320 84,527 △7,793 91.6

53,641 52,719 △922 98.3一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 等

浄 化 槽 13,679 13,296 △383 97.2

産業廃棄物・ＰＣＢ

処 理 施 設 25,000 18,512 △6,488 74.0



平成18年度 平成19年度 対前年度 対前年度

予  算  額 内   示   額 増△減額 比　　率
千円 千円 千円 ％

◆一般会計  1,494,772  1,817,043  322,271 121.6

 （項）環境本省 94,772 98,043  3,271 103.5

　廃棄物対策等に必要な経費 94,772 98,043  3,271 103.5

　　廃棄物対策等事務処理費 21,245 20,093 △ 1,152 94.6

   　 １　廃棄物対策等事務費 21,245 20,093 △ 1,152 94.6

　 　 （１）ダイオキシン削減対策総合推進費 12,770 12,058 △ 712 94.4

   　 （２）特定化学物質排出量等届出支援システム改善等経費 8,475 8,035 △ 440 94.8

　　循環型社会形成推進費 45,092 30,754 △ 14,338 68.2

　　　循環型社会形成推進事務費 45,092 30,754 △ 14,338 68.2

　  　　　循環型社会推進事業費 45,092 15,676 △ 29,416 34.8

新　   市町村の廃棄物処理事業の３Ｒ化に向けた改革調査費 0 15,078  15,078

　　廃棄物処理技術等情報提供システム管理・運営費 7,945 7,133 △ 812 89.8

　　廃棄物対策推進費 20,490 40,063  19,573 195.5

　　　廃棄物処分基準設定等調査費  20,490 40,063  19,573 195.5

　　　　不適正処分場による土壌汚染防止方針検討調査費 6,244 0 △ 6,244 0.0 終期到来

　　　　一般廃棄物におけるRoHS規制対象物質等対策調査 14,246 13,551 △ 695 95.1

新　　バイオマス系廃棄物のリサイクル・エネルギー利用のための
　　　　データベース化・モデルシステム化調査

0 10,391  10,391

新　　廃棄物処理施設入札・契約適正化システム管理・運営費 0 9,030  9,030

新　　首都圏震災廃棄物対策費 0 7,091  7,091

 （項）廃棄物処理等科学研究費 1,300,000 1,261,000 △ 39,000 97.0

　　科学技術の試験研究に必要な経費 1,300,000 1,261,000 △ 39,000 97.0

　　　　廃棄物処理対策研究費 865,202 826,202 △ 39,000 95.5

　　　　廃棄物処理対策研究推進事業費  31,798  31,798  0 100.0

　　　　次世代廃棄物処理技術基盤整備事業 403,000 403,000  0 100.0

 （項）廃棄物処理事業災害対策費 100,000 458,000  358,000 458.0

　 災害廃棄物処理事業に必要な経費 100,000 458,000  358,000 458.0

改   災害廃棄物処理事業費補助金 100,000 458,000  358,000 458.0 既定分　１００

旧山古志村分　２５８

漂着ごみ分　   100

◆石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計 1,505,000 2,117,000  612,000 140.7

（項）エネルギー需給構造高度化対策費 1,505,000 2,117,000  612,000 140.7 産廃課と共管

　　　廃棄物処理施設における温暖化対策事業 1,505,000 2,117,000  612,000 140.7

（組織）地方環境事務所 38,983 31,689 △ 7,294 81.3

（項）地方環境事務所 38,983 31,689 △ 7,294 81.3

　（大）地方環境対策に必要な経費 38,983 31,689 △ 7,294 81.3

　　（中）ゴミゼロ型社会推進事業費 38,983 31,689 △ 7,294 81.3

非公共事業分 1,494,772 1,817,043  322,271 121.6

非公共事業分（含む、特会） 2,999,772 3,934,043  934,271 131.1

非公共事業分（含む、地方分） 1,533,755 1,848,732  314,977 120.5

非公共事業分（含む、特会＋地方分） 3,038,755 3,965,732  926,977 130.5

○非公共

事　　　     　　　項 備　考

ごみ発電ネット
ワーク事業、熱輸
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イン　の終期到
来



高効率メタン回収【乾式システムの追加】
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安定供給

電

力

会

社

売電 ７ 円

買電 １４円
売電 ８．２ 円売電 １３ 円

特別会社

（補助事業者）

不安定供給のた
め安価な売電

予備発電機・高圧送
電設備の追加事業

ｎｅｔｗｏｒｋ

市役所 など

ごみ発電ネットワーク事業
【廃棄物処理施設における温暖化対策事業のうち（石油特会）】



施設からの熱をトラックへ温水プール

事務所
冷暖房

その他の
熱需要家

給食施設

《利用先》

〔輸送システムの確保〕

専用トラックにより
熱を輸送

（配管不要）

熱輸送関連設備・

追加事業

熱

○焼却施設から発生する熱量の３／４を占める中低温熱利用を
トラック等の熱媒体を用いてオフラインにより有効活用を図る

○需要の少ない夜間の熱エネルギーを蓄熱することも可能

熱輸送システム事業
【廃棄物処理施設における温暖化対策事業のうち（石油特会）】



対 象 者：個人（研究機関に属する研究者）
事業期間：３年以内
交 付 額：年度ごとに１億円以内、対象額の100％以内

「重点テーマ研究」（案）
○３Ｒ実践のためのシステム分析・評価・設計技術の
研究開発
○国際３Ｒ対応の有用物質利用・有害物質管理技術の
研究開発
○循環型社会構築を目指した社会科学的複合研究
○廃棄物系バイオマス利活用技術・システムの研究開発
○漂着ごみ・アスベスト廃棄物対策に関する研究開発

「一般テーマ研究」
○廃棄物処理に伴う有害化学物質対策研究
○廃棄物適正処理研究
○循環型社会構築技術研究

「若手育成型研究」
○一般テーマ研究と同様の内容について、若手研究
者を対象とするもの

廃棄物処理等科学研究費補助金による研究・技術基盤整備

環境と調和する循環型社会の実現
環境行政の施策支援、技術水準の向上

廃棄物処理対策研究事業 次世代廃棄物処理
技術基盤整備事業

＜事業の対象＞

「廃棄物適正処理技術」
○廃棄物処理施設関連技術
○最終処分場関連技術
○廃棄物不適正処理監視・修復技術等

「廃棄物リサイクル技術」
○生ごみ等有機性廃棄物、容器包装廃棄物、廃家電、
廃自動車、建設系廃棄物等のﾘｻｲｸﾙ技術

「循環型社会構築技術」
○ﾘﾃﾞｭｰｽ・ﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙに係る循環利用設計、建設、
生産技術

「重点枠」（案）
○アスベスト廃棄物の無害化処理技術開発
○廃炉解体の低コスト化技術開発
○塩分を含む等処理困難な漂着ごみの処理技術開発
○廃棄物系バイオマス利活用技術開発

Ｈ１９予算内示額：
あわせて1, 261百万円

＜事業の対象＞

対 象 者：法人
事業期間：１年
交 付 額：１億円以内、対象額の50％以内



バイオマス系廃棄物のエネルギー利用データベース化バイオマス系廃棄物のエネルギー利用データベース化
等調査について等調査について

バイオマス系廃棄物の供給側の
データと需要側のデータのマトリッ
クスを作成

・食品廃棄物約1900万ﾄﾝ ・家畜ふん尿 ・下水道汚泥 ・その他
(動植物性残さ、売れ残り、 約8900万ﾄﾝ 約7500万ﾄﾝ 約7200万ﾄﾝ
食べ残し、厨芥類)

成分データ、原単位等
のデータベース化

利活用のモデルケース
（循環ループ）の設計

飼料成分飼料成分 ｶﾛﾘｰｶﾛﾘｰ

養豚需要養豚需要 供給不足供給不足 －－

新ｴﾈ需要新ｴﾈ需要 －－ ﾏｯﾁﾝｸﾞﾏｯﾁﾝｸﾞ

【ﾊﾞｲｵﾏｽ種類】×【成分】×【供給量】×【飼肥料・ｴﾈﾙｷﾞｰ用途】×【需要】等のベストな組合せ

脱温暖化社会脱温暖化社会 循環型社会循環型社会

失敗のない円滑なリサイクルシステムの構築が可能

バイオマス系廃棄物のリサイクルを行う者に有益な情報を提供
○廃棄物の組成に応じた利用方法を選択
○需要のある利用用途に応じたリサイクル方法を選択





・市町村廃棄物処理事業の効率性・資源・エネルギー回収・減量化
効果の比較分析手法、指標の策定

・市町村一般廃棄物処理計画の３Ｒ化改革への手段や地域の取組
方策等を示す指針策定

指標による評価の例
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ごみ排出量

リサイクル率

維持管理費

発電量

集団回収量

最終処分場

市町村の廃棄物処理事業の３Ｒ化に向けた改革

【目的】
・ 一般廃棄物処理事業の３Ｒ化を社会経済的・効率的に進める。

廃棄物会計基準
一般廃棄物処理事業の
コスト分析手法

有料化ガイドライン
有料化の進め方

処理システムガイドライン
一般廃棄物の標準的な分別
収集区分や再資源化・処理
方法の考え方

平成１８年度内に
取りまとめ

平成１８年度内に
取りまとめ

Plan

Do

Check

Action

比較分析
評価

一般廃棄物
処理計画

ＰＤＣＡサイクル
による事業展開

ツールの作成 ツールを踏まえた３Ｒ化改革手法の策定

平成１９～２０年度の事業平成１７～１８年度の事業
効率的に３Ｒ推進効率的に３Ｒ推進


